予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　　
	事業名　新　おみやげ開発プロジェクト推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　地域産業課　県産品開発係　電話番号：058-272-1111（内3092）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　20,193千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	20,193
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,193

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　岐阜県にはユネスコ世界文化遺産に登録された白川郷合掌造り集落やユネスコ世界無形文化遺産に登録された山・鉾・屋台行事、ＦＡＯ世界農業遺産に認定された清流長良川の鮎などといった国内外の多くの方が訪れる魅力的な施設や地域が多数存在する一方で、訪問された方々が記念に買い求めるような魅力のある土産物が多数存在しているわけではない。
土産物は購入者自身だけでなく、家族、友人、同僚などに渡されることで、それらの方々にも岐阜を感じてもらえる大きなＰＲツールとなり得るものであり、魅力ある土産物を開発・販売等することは、岐阜県のイメージアップにつながり、来館者が増え、地域に活力をもたらすものとなる。
　　そのため、全国的に有名な土産物が売れている背景やＰＲ手法などを調査し、土産物開発を集中的に取り組んでいく。
　　

（２）事業内容
１）土産物開発・販売調査事業
・全国的に有名な土産物等が売れている背景やＰＲ手法などを調査するとともに先進地調査を行い、県内においての開発・販売の方策を調査研究する。

２）商品開発事業
・本年度は関ヶ原古戦場、かかみがはら航空宇宙科学博物館、清流長良川の鮎にスポットをあて、集中的に商品開発を実施する。

３）アドバイス会、担当者会議の開催

・当該事業担当課と事業の進捗や課題等について、情報共有し課題解決にあたる。また、専門家にアドバイザーとなってもらい、担当者間で解決できなかった課題等についてアドバイスをもらい、販売促進につなげていく。
（３）県負担・補助率の考え方

・10/10（県事業として実施するため）
（４）類似事業の有無
     　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	1,126
	プロポーザル審査員報償費、専門家等への謝金

	旅費
	2,231
	職員業務旅費、費用弁償

	需用費
	275
	事務消耗品費、印刷製本費

	役務費
	5
	通信運搬費

	委託料
	16,506
	業務委託料

	使用料
	50
	会場借料

	合計
	20,193
	


	　決定額の考え方　




　
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
各施設や地域において、魅力ある土産物が販売されることで、訪問者が増え地域に活力をもたらすよう、土産物開発等を集中的に取り組んでいく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	商品開発数
	－
（H  ）
	　－
（H26）
	－
（H27）
	  －
（H28）
	90
（H29）
	－

％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	土産物は家族などに渡されることで、その方々にも岐阜を感じてもらえる大きなＰＲツールとなり得るものであり、魅力ある土産物を開発・販売等することは、その施設や地域への訪問者が増え、地域に活力をもたらす。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

－
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　各施設や地域への訪問者の確実な増加につながる魅力ある土産物づくり、効果的なＰＲ販売が求められる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

集客のための魅力ある土産物づくりを継続して支援するとともに、ヒット商品を生み出す仕組み、商品開発のための効果的な資金調達方法などを各事業者へ情報提供することで、各施設等の集客力の向上を図っていく。


